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1． コア CPI 上昇率は前月と変わらず 

総務省が 1 月 26 日に公表した消費者物価指数に

よると、17 年 12 月の消費者物価（全国、生鮮食品

を除く総合、以下コア CPI）は前年比 0.9％（11 月：

同 0.9％）となり、上昇率は前月と変わらなかった。

事前の市場予想（QUICK 集計：0.9％、当社予想は

1.0％）通りの結果であった。 

生鮮食品及びエネルギーを除く総合は前年比

0.3％（11 月：同 0.3％）と上昇率は前月と変わら

ず、総合は前年比 1.0％（11 月：同 0.6％）と上昇

率が前月から大きく拡大した。これは天候不順の影

響などから生鮮食品が 11月の前年比▲6.1％から同

4.8％へと上昇率が大きく高まったためである。 

 

コア CPI の内訳をみると、電気代（11月：前年比 7.3％→12月：同 6.7％）、ガス代（11 月：前

年比 4.8％→12月：同 4.3％）、ガソリン（11月：前年比 10.5％→12月：同 10.3％）、灯油（11 月：

前年比 26.0％→12 月：同 16.5％）の上昇幅がいずれも縮小したため、エネルギー価格の上昇率は

11月の前年比 8.5％から同 7.7％へと縮小した。 

一方、生鮮食品を除く食料（11 月：前年比

1.1％→12 月：同 1.2％）、教養娯楽（11 月：

前年比 0.3％→12 月：同 0.4％）、諸雑費（11

月：前年比 0.5％→12月：同 0.7％）は前月か

ら伸びを若干高め、エネルギーの上昇ペース

鈍化を打ち消す形となった。 

CPI上昇率を寄与度分解すると、エネルギー

が 0.57％（11 月：0.61％）、食料（生鮮食品

を除く）が 0.28％（11 月：0.28％）、その他

が 0.06％（11月：0.01％）であった。  
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　　　　　　 　　　全　　　　　　　国               東     京     都     区     部
総　　合 生鮮食品を 生鮮食品及び 総合 生鮮食品を 生鮮食品及び

除く総合 ｴﾈﾙｷﾞｰを除く 除く総合 ｴﾈﾙｷﾞｰを除く

総合 総合

16年 7月 ▲0.4 ▲0.5 0.5 ▲0.4 ▲0.4 0.4
8月 ▲0.5 ▲0.5 0.4 ▲0.5 ▲0.4 0.3
9月 ▲0.5 ▲0.5 0.2 ▲0.5 ▲0.5 0.1

10月 0.1 ▲0.4 0.3 0.1 ▲0.4 0.2
11月 0.5 ▲0.4 0.2 0.5 ▲0.4 0.1
12月 0.3 ▲0.2 0.1 0.0 ▲0.6 ▲0.1

17年 1月 0.4 0.1 0.2 0.1 ▲0.3 0.1
2月 0.3 0.2 0.1 ▲0.3 ▲0.3 0.0
3月 0.2 0.2 ▲0.1 ▲0.4 ▲0.4 ▲0.2
4月 0.4 0.3 0.0 ▲0.1 ▲0.1 ▲0.1
5月 0.4 0.4 0.0 0.1 0.1 0.0
6月 0.4 0.4 0.0 0.1 0.0 ▲0.2

7月 0.4 0.5 0.1 0.2 0.2 ▲0.1
8月 0.7 0.7 0.2 0.5 0.4 0.0
9月 0.7 0.7 0.2 0.5 0.5 0.0

10月 0.2 0.8 0.2 ▲0.1 0.6 0.1
11月 0.6 0.9 0.3 0.3 0.6 0.2
12月 1.0 0.9 0.3 1.0 0.8 0.4

18年 1月 － － － 1.3 0.7 0.4

(資料）総務省統計局「消費者物価指数」

　消    費    者    物    価    指    数    の    推    移
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２．コア CPI 上昇率は当面 1％弱で推移する見込み 

18年 1月の東京都区部のコア CPIは前年比 0.7％(12月：同 0.8％)となり、上昇率は前月から 0.1

ポイント縮小した。事前の市場予想（QUICK集計：0.8％、当社予想も 0.8％）を下回る結果であっ

た。 

ガソリン（12月：前年比 10.6％→1月：同 9.4％）、灯油（12月：前年比 7.4％→1月：同 6.6％）、

電気代（12 月：前年比 7.9％→1 月：同 7.4％）、ガス代(12 月：前年比 7.7％→1 月：同 6.4％)の

上昇幅がいずれも縮小したため、エネルギー価

格の上昇率が 12月の前年比 8.2％から同 7.4％

へと縮小した。一方、被服及び履物（12月：前

年比 0.5％→1月：同 1.1％）、教養娯楽（12月：

前年比 0.6％→1月：同 0.7％）は前月に続き上

昇率を高め、コア CPIを押し上げた。 

 

東京都区部のコア CPI上昇率のうち、エネル

ギーによる寄与が 0.36％（12月：0.40％）、食

料（生鮮食品を除く）が0.20％（12月：0.20％）、

その他が 0.14％（12月：0.21％）であった。 

 

日銀が基調的な物価変動を把握するために重視している「生鮮食品及びエネルギーを除く総合」

の上昇率は全国、東京都区部ともに前月と変わらず、基調的な物価上昇圧力が高まる動きは見られ

ない。コア CPI上昇率は、当面エネルギー価格の動向に左右される展開が続くことになろう。 

最近の原油価格の大幅上昇を受けて、ガソリン、灯油の前年比上昇率は 2 月以降、再び伸びを高

める公算が大きい。一方、原油価格の動きが遅

れて反映される電気代、ガス代の前年比上昇率

が高まるのは 18 年度入り後になるだろう。エ

ネルギーによるコア CPI 上昇率の押し上げ寄

与は 17 年度末から 18 年度入り後にかけて

0.5％程度の推移が続くことが予想される。 

この結果、コア CPI 上昇率は単月では 1％に

達することもありうるが、均してみれば当面

1％弱の推移が続くことが予想される。 

 

 

 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が

目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 
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